
アジ研選書46

低成長時代を
迎えた韓国

低
成
長
時
代
を
迎
え
た
韓
国

安倍　誠   編

安
倍
　
誠  

編

ア
ジ
ア
経
済
研
究
所

［カバー写真］
〈表〉
ソウル冠岳山に沈む夕陽と蚕室アパート群。
（撮影：安倍　誠　2012年）

〈裏〉
ソウル北村の韓屋マウル。
（撮影：安倍　誠　2012年）カバーデザイン

タカハシ タクミ　岩橋印刷㈱

ISBN978-4-258-29046-8

C3333 ¥2500E

： 価定 ＋税本体2,500円





目 次

まえがき

序 章 低成長時代を迎えた韓国
――その要因と社会経済的課題―― 安倍 誠

はじめに 1
第１節 低成長が続く韓国経済 2
第２節 格差の拡大と高齢者の貧困 9
第３節 本書の構成 12
おわりに――「圧縮型」成熟過程にいかに対応するか―― 14

第１章 韓国の輸出主導成長とその変容 奥田 聡
はじめに 19
第１節 輸出入の現状――輸出への依存が強まった韓国経済―― 20
第２節 輸出入の品目構成と競争力の構造 25
第３節 市場別の輸出入の構成と競争力の推移 33
おわりに 43

第２章 IT 産業の環境変化と韓国企業の競争力 吉岡 英美
はじめに 51
第１節 低成長下の IT 産業 52
第２節 IT 産業を取り巻く環境変化と韓国の対応 57
第３節 IT 産業の競争力の維持に向けた課題 64
おわりに 70

第３章 重化学工業の競争力と構造調整の課題 安倍 誠
はじめに 79
第１節 重化学工業の成長から停滞への転換 80
第２節 構造調整政策の始動と限界 90
第３節 高付加価値化・多角化への課題 98
おわりに 105

iii



第４章 高齢化と所得格差・貧困・再分配 渡邉 雄一
はじめに 109
第１節 少子高齢化にともなう人口構造・世帯構成の変化 110
第２節 少子高齢化と所得格差・貧困 115
第３節 家計の経済行動――所得構成・消費支出―― 120
第４節 世代間移転と所得再分配政策の効果 124
おわりに 130

第５章 非正規雇用労働者の動向と労働条件 高安 雄一
はじめに 135
第１節 非正規雇用労働者の全体的な動き 136
第２節 性・年齢層別の非正規雇用労働者の動き 144
第３節 非正規雇用労働者の労働条件 154
結論 159

第６章 低成長・高齢化時代における社会保障制度の
現状と今後のあり方 金 明中

はじめに 165
第１節 公的扶助制度の現状と最近のおもな改革 166
第２節 公的年金制度の現状と最近のおもな改革 175
第３節 公的医療保険制度の現状と最近のおもな改革 181
第４節 老人長期療養保険制度 186
第５節 社会保障制度の財政の現状や財源確保のための議論 193
おわりに 196

索引 201

iv



索 引

【アルファベット】

ASEAN ２４�３３―３６�３８―４０�４２�４３
DRAM ６０�６２�６６
FTA ３２�３４�３６�３８�３９
LGディスプレイ ６０―６３
M字カーブ １５２
NANDフラッシュメモリ ６０―６２�６６�６７
PTA（高純度テレフタル酸）８９�９７�１０１
SK ハイニックス ６０�６２
SOCX １９４

【あ行】

圧縮型発展 １５�７０�７１�１０４
アップル ５７�５９�６５
医薬分業 １８２�１８３
医療ショッピング １８５
失われた２０年 ２�６
エチレンセンター ８８�９２�１０２
オペレーティング・システム（OS）５９�６５
オルタナティブ １７８

【か行】

海外生産 ２４�２５�３１�３２�４０�４５�５９�６７
外向的成長 ２２
概念設計 １００�１０４
海洋プラント ８３�１００
価格効果［貿易収支］２８�３１―３３�３６�３９
可処分所得 ３�１１６�１１７�１１９�１２０�１２３�１２９
韓国産業銀行 ８７�９５
韓国人エンジニア ６２�６７
企活法（企業活力増進のための特別法）９４
企業合併 ９３�９５
技術移転 ６２�６６�６７
技術貿易 ６
基礎年金制度 １７５�１８０

機能性化学製品 １０２
キャッチアップ ６�１５�１０４
勤労所得 １１６�１１７�１１９―１２３�１３１�１８２
グーグル ５９
組立型工業化 １０４
軍服務クレジット １７９
経済活動人口高齢層付加調査 １４９�１５３
経済活動人口雇用形態別付加調査 １３６�１４０�
１５６

経済活動人口調査 １３６
研究開発支援 ６８
研究開発投資 ７�１０２
現代・起亜自動車（現代自動車）３２�３９�８５
現代重工業 ８１�９９�１００
合計特殊出生率 １１３
後進性の優位 ７１
構造改革 ２�１１６
構造調整政策 １５�９０�９７
公的移転［所得］１２０�１２２�１２５�１２８―１３１
高付加価値化 ２８�９８
後方連関効果 ３２
高齢者世帯 １１０�１１４―１２０�１２２�１２４�１２９―
１３１�１７１�１８０

国際収支の発展段階説 ８
国民移転勘定（NTA : National Transfer

Accounts）１２５�１２９
国民幸福基金 １９５
国民年金 １１�１５７�１７５―１７９�１９４
国家核心技術 ６１

【さ行】

サムスン重工業 ８１�９９�１００
サムスン・ディスプレイ ６０―６３
サムスン電子 ５９―６２�６５�６７
死角地帯 １６９�１７４
事業再編 １５
資産再配分 １２５�１２８�１２９
次上位階層 １６９
実損�補型保険 １８５

201



私的移転［所得］１２０�１２２�１２５�１２８�１２９�
１３１

自動車 ２４�２５�２９�３１�３２�３６�３９�４２�７９
――部品 ２９�３１�３２�３９�７９
ジニ係数 １０９�１１６�１１７�１２９
従属人口指数 １１２�１１３
出産クレジット １７９
生涯経費（lifecycle deficit）１２５�１２８
少子高齢化 １０９�１１０�１１３�１１５�１１６�１３０�
１８８

消費支出 １１０�１２０�１２１�１２３�１２４
常用労働者 １０�１３７
所得格差（所得不平等）９�１０９�１１０�１１５―
１２０�１２４�１３０�１３１

所得再分配 １１０�１２４�１２５�１２９�１３０
所得代替率 １７７�１７８
人口オーナス ３�１５�１１１
人口ボーナス ３�１５�１０９�１１１
すばやい追随者 ６
スマートフォン ２５�２９�３１�５７
正規雇用労働者 １０�１３７
生産的福祉 １９６
生産年齢人口 １１０―１１３�１１５
脆弱労働者 １３７�１４２�１５５�１５６�１５８
世代間移転 １１０�１２４�１２５�１２８�１２９
世帯構成の変化 １１０�１１３―１１５
設備処理 ９１
先行者 ６
選択診療 １８３
操業短縮 ９１
相対的貧困 １１
――率 １１０�１１９�１２０
租税 １１７�１２３―１２５�１２９�１３０
ゾンビ企業 ９４

【た行】

対 EU貿易 ３６�３８
大宇造船海洋 ８１�９５�９９�１００
対中貿易 ３５�３６�３８�４０
対日貿易 ３６�３８�４５
多角化 ９８
単身世帯 １１３―１１６�１１８�１２０�１７１�１８０
チャイナ・プラスワン ３４�４０

中所得国の罠 ６０
通貨危機 ２�９�２１�４５�１０９�１１０�１１６�１１７�
１３９�１６６

ドゥルヌリ事業 １７９

【な行】

二重構造 １０

【は行】

パート労働者 １４０�１４１�１４４�１４９�１５１�１５３�
１５５―１５８

バリューチェーン ２１�２４�３４�３６�３８�４０
半導体 ６�２５�２７―２９�３６�５３�６０�６８�７９
汎用品 ７０�１０１
非価格効果［貿易収支］２８�２９�３３�３６�３８―
４０

非常用労働者 １３７�１３８
非正規雇用労働者 １０�１３６�１３９―１４１�１４４�
１４５�１４９�１５１�１５３

非正規職保護法 １３９�１４１�１４５�１４８�１５０
非典型労働者 １４０�１４４�１４５�１４９�１５１�１５３�
１５５―１５８

日雇い労働者 １３６
ファブレス ６９
付加価値貿易 ２４�４６
フラットパネル ２５�２９�３１
プラットフォーム ５８�６５�６６
ベトナム ３１�３４�３６�３９�５９�６１
「ベビーブーム」世代 ４
貿易黒字 ８�２１―２３�２８�２９�３１―３３�３５�３６�
３８―４０�４６

【ま行】

民主化宣言 １３９
名誉退職 ４
モノのインターネット（IoT）６４―６６

【や行】

有機エレクトロルミネッセンス・ディスプ
レイ（OLED）６３�６６�６７

202



有期契約労働者 １４０�１４１�１４４�１４５�１４９�
１５１�１５３�１５５―１５８

【ら行】

リーマンショック ５�２０―２３�３１�３３�４４�４５�
８２�８６�９３

量子ドット型ディスプレイ（QLED）６３
臨時労働者 １３６
老人長期療養保険制度 １５�１８６―１８９�１９１―
１９３

老人療養共同生活家庭 １９２

203



［アジ研選書 No．４６］

低成長時代を迎えた韓国
２０１７年１２月４日発行 定価［本体２５００円＋税］

編 者 安倍 誠
発行所 アジア経済研究所

独立行政法人日本貿易振興機構
千葉県千葉市美浜区若葉３丁目２番２ 〒２６１―８５４５

研究支援部 電話 ０４３―２９９―９７３５（販売）
FAX ０４３―２９９―９７３６（販売）
E-mail syuppan@ide.go.jp
http://www.ide.go.jp

印刷所 岩橋印刷株式会社

� 独立行政法人日本貿易振興機構アジア経済研究所２０１７
落丁・乱丁本はお取り替えいたします 無断転載を禁ず

ISBN９７８―４―２５８―２９０４６―８

執筆者一覧（執筆順）

あ べ まこと

安倍 誠（アジア経済研究所地域研究センター東アジア研究グループ長）
おく だ さとる

奥田 聡（亜細亜大学アジア研究所教授）
よしおか ひで み

吉岡 英美（熊本大学法学部教授）
わたなべ ゆういち

渡邉 雄一（アジア経済研究所地域研究センター東アジア研究グループ）
たかやす ゆういち

高安 雄一（大東文化大学経済学部教授）
きむ みょんじゅん

金 明中 （ニッセイ基礎研究所生活研究部准主任研究員）


	カバー（トンボ無し）
	表紙・まえがき・目次
	索引
	執筆者一覧

